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【表紙】

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年８月12日 

【四半期会計期間】 第64期第３四半期（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

【会社名】 浜松ホトニクス株式会社 

【英訳名】 HAMAMATSU PHOTONICS K.K. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  晝馬 明 

【本店の所在の場所】 静岡県浜松市東区市野町1126番地の１ 

（注）上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は下記において

行っております。 

【電話番号】 053(434)3311（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  嶋津 忠彦 

【最寄りの連絡場所】 静岡県浜松市中区砂山町325番地の６（日本生命浜松駅前ビル） 

【電話番号】 053(452)2141（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  嶋津 忠彦 

【縦覧に供する場所】 浜松ホトニクス株式会社東京支店 

（東京都港区虎ノ門三丁目８番21号虎ノ門33森ビル） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数については、就業人員数を記載しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第63期

第３四半期 
連結累計期間 

第64期
第３四半期 
連結累計期間 

第63期
第３四半期 

連結会計期間 

第64期 
第３四半期 
連結会計期間 

第63期

会計期間 

自 平成21年
10月１日 

至 平成22年 
６月30日 

自 平成22年
10月１日 

至 平成23年 
６月30日 

自 平成22年
４月１日 

至 平成22年 
６月30日 

自 平成23年 
４月１日 

至 平成23年 
６月30日 

自 平成21年
10月１日 

至 平成22年 
９月30日 

売上高（百万円）  66,426  76,083  22,902  24,538  90,958

経常利益（百万円）  10,908  17,196  4,050  5,624  16,059

四半期（当期）純利益（百万円）  7,747  10,620  2,863  3,681  11,491

純資産額（百万円） ― ―  121,231  131,529  124,481

総資産額（百万円） ― ―  170,285  183,269  176,407

１株当たり純資産額（円） ― ―  1,498.60  1,626.40  1,539.16

１株当たり四半期（当期）純利益

（円） 
 96.37  132.10  35.62  45.80  142.93

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
 ―  ―  ―  ―  ―

自己資本比率（％） ― ―  70.8  71.3  70.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 20,740  14,353 ― ―  26,274

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △9,671  △4,839 ― ―  △12,935

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △2,065  △3,382 ― ―  △1,856

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
― ―  26,340  34,713  28,747

従業員数（名） ― ―  4,002  4,167  4,002
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。また、

主要な関係会社についても異動はありません。  

   

  

  当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

（１）連結会社の状況 

  （注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数については従業員の100分の10未満のため記載を省略しておりま

す。 

  

（２）提出会社の状況 

  （注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数については従業員の100分の10未満のため記載を省略しておりま

す。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  （平成23年６月30日現在）

従業員数（名）    4,167

  （平成23年６月30日現在）

従業員数（名）    2,929
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（１）生産実績 

当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。  

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額は販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（２）受注状況 

  当社グループは主に見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

（３）販売実績 

  当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。  

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はありません。 

  

  

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

  

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約はありません。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
 当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年４月１日   

  至 平成23年６月30日）  
前年同四半期比（％）

電子管事業（百万円）  10,899  ―

光半導体事業（百万円）  10,777  ―

画像計測機器事業（百万円）  2,970  ―

その他事業（百万円）  293  ―

合計（百万円）  24,940  ―

セグメントの名称 
 当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年４月１日 

  至 平成23年６月30日）  
前年同四半期比（％）

電子管事業（百万円）  10,834  104.9

光半導体事業（百万円）  10,808  106.4

画像計測機器事業（百万円）  2,482  121.2

その他事業（百万円）  412  112.7

合計（百万円）  24,538  107.1

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社グループが判断したものであります。 

  

（１）経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）における経営環境は、東日本大震

災により、東北・北関東を中心とした企業の生産設備の損壊、サプライチェーンの寸断等に加え、福島第一原子

力発電所の事故に起因する全国規模の電力不足などにより、企業の生産活動が低下し、消費マインドも停滞する

など、国内経済が下振れする中で推移いたしました。 

このような状況におきまして、当社グループは、生産体制の確保に努める一方で、引続き積極的な営業活動に

努めることで、売上高、利益の拡大に努力してまいりました。また、長年に渡り培ってきた技術力を活かして競

争力のある製品開発を進めるとともに、将来の売上拡大に備えた生産能力の増強を図っております。 

この結果、当第３四半期連結会計期間における当社グループの業績につきましては、売上高は24,538百万円

（前年同期比7.1％増）となりました。また、利益面につきましては、営業利益は5,545百万円（前年同期比

33.9％増）、経常利益は5,624百万円（前年同期比38.8％増）、四半期純利益は3,681百万円（前年同期比28.6％

増）となり、増収増益となりました。 

  

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

  

なお、第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等

の開示に関する会計基準の適用指針」の適用に伴い、電子管事業、光半導体事業及び画像計測機器事業の３つの

報告セグメントに区分したため、前第３四半期連結会計期間の実績を組替えて、前年同四半期比較を記載してお

ります。  

   

〔電子管事業〕 

光電子増倍管は、ＰＥＴ装置及びガンマカメラ等の核医学検査装置メーカーにおける北米や欧州に加えアジ

ア地域の需要が増加したことにより、好調に売上げを伸ばしました。また、血液分析などの検体検査装置向け

の光電子増倍管の売上げも順調に増加したほか、油田探査装置向けの売上げも増加いたしました。 

また、イメージ機器及び光源は、Ｘ線画像を可視像に変換するＸ線シンチレータが、歯科口腔内及び胸部の

Ｘ線撮影等の医用分野において、売上げが堅調に推移したほか、産業分野におきましても、Ｘ線非破壊検査装

置用のマイクロフォーカスＸ線源の売上げが増加いたしました。 

この結果、電子管事業といたしましては、売上高は10,834百万円（前年同期比4.9％増）、営業利益は4,562

百万円（前年同期比19.4％増）となりました。 

〔光半導体事業〕 

主力のシリコンフォトダイオードが、医用分野において引続き好調に推移したほか、イメージセンサにつき

ましても、特に欧州における歯科用のＸ線診断装置向けの需要が拡大し、売上げが増加いたしました。また、

産業分野においては、北米を中心として半導体検査装置向けのイメージセンサの売上げが増加いたしました。 

この結果、光半導体事業といたしましては、売上高は10,808百万円（前年同期比6.4％増）、営業利益は

4,235百万円（前年同期比23.6％増）となりました。 

〔画像計測機器事業〕 

病理組織をデジタル画像で高精細に観察できるナノズーマーの売上げは、世界的な競争激化等により伸び悩

んだものの、半導体故障解析装置がアジア地域における需要拡大などにより売上げが増加いたしました。ま

た、デジタルカメラがその高い性能を評価され、バイオ分野などの研究開発用途を中心に引続き堅調に推移い

たしました。 

この結果、画像計測機器事業といたしましては、売上高は2,482百万円（前年同期比21.2％増）、営業利益は

48百万円（前年同期は営業損失24百万円）となりました。 

〔その他事業〕 

主に半導体レーザー事業及びホテル事業等であります。 

当セグメント（その他）の売上高は412百万円（前年同期比12.7％増）、営業損失は46百万円（前年同期は営

業損失175百万円）となりました。  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（２）財政状態の分析 

流動資産の主な変動は、譲渡性預金の減少により有価証券が11,500百万円減少したものの、現金及び預金が

17,607百万円、受取手形及び売掛金が846百万円それぞれ増加したことなどから、流動資産は前連結会計年度末に

比べ8,065百万円増加しております。  

固定資産の主な変動は、有形固定資産が主に減価償却により1,039百万円減少したことなどから、固定資産は前

連結会計年度末に比べ1,202百万円減少しております。 

この結果、当第３四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ6,862百万円増加し、183,269百万

円となりました。 

流動負債の主な変動は、未払法人税等が2,247百万円減少したことなどから、流動負債は前連結会計年度末に比

べ1,171百万円減少しております。 

固定負債の主な変動は、長期借入金が996百万円増加したことなどから、固定負債は前連結会計年度末に比べ

986百万円増加しております。 

この結果、当第３四半期連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末に比べ184百万円減少し、51,740百万円

となりました。 

純資産は、為替換算調整勘定が304百万円減少したものの、四半期純利益の計上により利益剰余金が7,076百万

円増加したことから、当第３四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末に比べ7,047百万円増加し、

131,529百万円となりました。 

  

（３）キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期連結会計期間における、現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第２四半期連

結会計期間末に比べ1,666百万円増加し、34,713百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は4,616百万円となりました。これは主として、税金等調整前四半期純利益及び減

価償却費の計上などによるものであり、前年同期に得られた資金6,947百万円に比べ2,330百万円の収入減となり

ました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は1,098百万円となりました。これは主として、有形固定資産の取得などによるも

のであり、前年同期に使用した資金4,236百万円に比べ3,137百万円の支出減となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は1,756百万円となりました。これは主として、配当金の支払などによるものであ

り、前年同期に使用した資金1,360百万円に比べ396百万円の支出増となりました。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

（５）研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、2,520百万円であります。なお、当第３四半期連結会計期間

における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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（１）主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

   

（２）設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、

除却等については、重要な変更はありません。また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した設備

の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

   

    該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  

  

  

  

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  250,000,000

計  250,000,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在
発行数（株） 

（平成23年８月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  83,764,984  83,764,984
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は100

株であります。 

計  83,764,984  83,764,984 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成23年４月１日～ 

平成23年６月30日 
―  83,764 ―  34,928 ―  34,636

（６）【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。  

 ①【発行済株式】 

 （注）１ 完全議決権株式（その他）欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含まれて

おります。 

２ 単元未満株式欄の普通株式には、当社所有の自己株式73株が含まれております。  

  

②【自己株式等】 

  

  

（７）【議決権の状況】

    （平成23年６月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

― 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。 

普通株式 

 3,235,600

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 804,945 同上 
 80,494,500

単元未満株式 
普通株式 

― ― 
 34,884

発行済株式総数  83,764,984 ― ― 

総株主の議決権 ―  804,945 ― 

         （平成23年６月30日現在）

 所有者の氏名又は名称  所有者の住所 
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

 （自己保有株式） 

浜松ホトニクス株式会社  

静岡県浜松市東区市

野町1126番地の１ 
 3,235,600   ―  3,235,600  3.86

 計  ―  3,235,600   ―  3,235,600  3.86
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

   

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
10月 

11月 12月 
平成23年
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円）  2,773  2,821  3,020  3,150  3,340  3,310  3,320  3,310  3,470

最低（円）  2,578  2,562  2,734  2,957  2,980  2,575  3,045  3,140  3,270

３【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年10月１日から平

成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成22年10月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 60,631 43,023

受取手形及び売掛金 23,866 23,020

有価証券 8,500 20,000

商品及び製品 5,436 5,193

仕掛品 10,866 10,927

原材料及び貯蔵品 5,465 4,605

その他 4,706 4,635

貸倒引当金 △136 △134

流動資産合計 119,335 111,270

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 24,110 24,503

機械装置及び運搬具（純額） 8,100 8,422

工具、器具及び備品（純額） 2,641 2,823

土地 13,492 12,888

リース資産（純額） 301 133

建設仮勘定 3,767 4,681

有形固定資産合計 ※  52,413 ※  53,453

無形固定資産 793 715

投資その他の資産   

投資有価証券 2,191 2,184

繰延税金資産 6,978 6,984

その他 1,574 1,816

貸倒引当金 △18 △17

投資その他の資産合計 10,726 10,967

固定資産合計 63,933 65,136

資産合計 183,269 176,407

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,969 12,575

短期借入金 979 1,954

1年内返済予定の長期借入金 253 132

未払法人税等 2,698 4,945

賞与引当金 4,204 3,103

その他 7,675 7,241

流動負債合計 28,781 29,952
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年９月30日) 

固定負債   

長期借入金 7,189 6,192

退職給付引当金 14,053 14,264

役員退職慰労引当金 1,229 1,288

その他 486 226

固定負債合計 22,959 21,972

負債合計 51,740 51,925

純資産の部   

株主資本   

資本金 34,928 34,928

資本剰余金 34,672 34,672

利益剰余金 71,820 64,743

自己株式 △6,048 △6,047

株主資本合計 135,373 128,296

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 285 43

為替換算調整勘定 △4,904 △4,599

評価・換算差額等合計 △4,618 △4,556

少数株主持分 775 740

純資産合計 131,529 124,481

負債純資産合計 183,269 176,407
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高 66,426 76,083

売上原価 33,677 36,706

売上総利益 32,748 39,377

販売費及び一般管理費 ※  21,925 ※  22,726

営業利益 10,823 16,650

営業外収益   

受取利息 200 107

為替差益 － 100

持分法による投資利益 31 71

その他 365 451

営業外収益合計 597 731

営業外費用   

支払利息 106 85

不動産賃貸費用 76 68

為替差損 308 －

その他 21 31

営業外費用合計 512 185

経常利益 10,908 17,196

特別利益   

固定資産売却益 2 7

補助金収入 395 507

貸倒引当金戻入額 － 5

役員退職慰労引当金戻入額 155 －

特別利益合計 553 519

特別損失   

固定資産売却損 1 9

固定資産除却損 32 114

固定資産圧縮損 376 483

投資有価証券評価損 17 268

関係会社整理損 4 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 99

特別損失合計 432 975

税金等調整前四半期純利益 11,029 16,741

法人税等 3,237 6,073

少数株主損益調整前四半期純利益 － 10,667

少数株主利益 44 47

四半期純利益 7,747 10,620
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 22,902 24,538

売上原価 11,171 11,156

売上総利益 11,730 13,382

販売費及び一般管理費 ※  7,589 ※  7,836

営業利益 4,140 5,545

営業外収益   

受取利息 35 43

投資不動産賃貸料 36 36

持分法による投資利益 27 23

生命保険配当金 － 53

その他 59 86

営業外収益合計 159 244

営業外費用   

支払利息 38 28

不動産賃貸費用 20 14

為替差損 184 107

その他 5 14

営業外費用合計 248 165

経常利益 4,050 5,624

特別利益   

固定資産売却益 1 2

補助金収入 395 350

貸倒引当金戻入額 － 0

特別利益合計 397 354

特別損失   

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 10 32

固定資産圧縮損 376 341

投資有価証券評価損 4 9

関係会社整理損 0 －

特別損失合計 392 383

税金等調整前四半期純利益 4,055 5,594

法人税等 1,194 1,894

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,699

少数株主利益又は少数株主損失（△） △2 17

四半期純利益 2,863 3,681
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 11,029 16,741

減価償却費 6,273 5,819

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,425 1,099

受取利息及び受取配当金 △222 △130

支払利息 106 85

持分法による投資損益（△は益） △31 △71

売上債権の増減額（△は増加） △6,262 △945

たな卸資産の増減額（△は増加） △708 △1,119

仕入債務の増減額（△は減少） 6,015 508

その他 1,040 935

小計 18,666 22,924

利息及び配当金の受取額 222 132

利息の支払額 △106 △85

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 1,959 △8,618

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,740 14,353

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） 3,222 △11,643

有価証券の取得による支出 △33,794 △10,000

有価証券の売却による収入 27,821 21,500

有形固定資産の取得による支出 △5,883 △4,459

貸付けによる支出 △0 －

子会社株式の取得による支出 △895 －

その他 △140 △237

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,671 △4,839

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 23 △959

長期借入れによる収入 3,040 1,213

長期借入金の返済による支出 △3,121 △95

配当金の支払額 △1,956 △3,478

その他 △49 △61

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,065 △3,382

現金及び現金同等物に係る換算差額 △671 △165

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,333 5,966

現金及び現金同等物の期首残高 18,007 28,747

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  26,340 ※  34,713
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 （１）連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間より、ハママツ・ホトニクス・ヨーロッ

パ・ゲー・エム・ベー・ハーを新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。 

（２）変更後の連結子会社の数 

16社 

２．会計処理基準に関する事項の変更 （１）資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年

３月31日）を適用しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益は、

それぞれ４百万円、税金等調整前四半期純利益は、104百万円減少し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変

動額は158百万円であります。 

（２）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業

会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会

社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20

年３月10日）を適用しております。 

 これによる当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前

四半期純利益に与える影響はありません。 

（３）企業結合に関する会計基準等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企

業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会

計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発

費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年

12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第

16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平

成20年12月26日）を適用しております。  

2011/08/15 9:24:0711753923_第３四半期報告書_20110815092349

- 17 -



  

  

   

   重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

  

  

   

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年６月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年６月30日） 

税金費用の計算 

  

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成23年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年９月30日） 

 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。   

101,115  ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円であ

ります。 

97,057

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料  5,110百万円

賞与引当金繰入額  1,056  

退職給付引当金繰入額  308  

研究開発費  6,965  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料  5,176百万円

賞与引当金繰入額  1,116  

退職給付引当金繰入額  305  

研究開発費  7,315  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料  1,769百万円

賞与引当金繰入額  350  

退職給付引当金繰入額  100  

研究開発費  2,396  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料  1,729百万円

賞与引当金繰入額  377  

退職給付引当金繰入額  101  

研究開発費  2,520  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成22

年６月30日現在） 

現金及び預金勘定     43,621百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
  △17,280  

現金及び現金同等物     26,340  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成23

年６月30日現在） 

現金及び預金勘定     60,631百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
  △25,917  

現金及び現金同等物     34,713  
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当第３四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年10月１日 至

平成23年６月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数 

  普通株式  83,764千株 

  

２ 自己株式の種類及び株式数 

  普通株式   3,370千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額  

  

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの 

  該当事項はありません。   

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成22年12月17日 
 定時株主総会 

普通株式 1,771 22 平成22年９月30日 平成22年12月20日 利益剰余金 

 平成23年５月９日 
 取締役会 

普通株式 1,771 22 平成23年３月31日 平成23年６月２日 利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

（注）１ 事業区分の方法  

事業区分は、製品の種類及び販売市場等の類似性に基づいております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品の名称 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
光電子部品
（百万円） 

計測機器
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高  20,742  2,045  115  22,902  ―  22,902

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 239  15  ―  254 ( ) 254  ―

計  20,981  2,060  115  23,157 ( ) 254  22,902

営業費用  14,289  2,096  141  16,527  2,234  18,761

営業利益又は営業損失（△）  6,691  △36  △25  6,629 ( ) 2,489  4,140

事業区分 主要な製品

光電子部品 

光電子増倍管、イメージ機器及び光源（マイクロフォーカスＸ線源、Ｘ線シンチレータ、

Ｘ線イメージインテンシファイア、マイクロチャンネルプレート、重水素ランプ、ステル

スダイシングエンジン、スポット光源、静電気除去装置）、光半導体素子（フォトダイオ

ード、赤外線検出素子、イメージセンサ、発光素子、フォトＩＣ） 

計測機器 
画像処理・計測装置（特殊ビデオカメラ、汎用画像処理装置、極微弱光画像計測装置、超

高速測光装置、光学顕微鏡用画像処理装置、非破壊検査装置） 

その他 ホテル事業 
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前第３四半期連結累計期間（自 平成21年10月１日 至 平成22年６月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類及び販売市場等の類似性に基づいております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品の名称 

３ 当第３四半期連結累計期間の営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

6,877百万円であり、主として連結財務諸表提出会社の基礎的研究費及び総務、経理部門等の全社的管理費

用であります。 

  
光電子部品
（百万円） 

計測機器
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高  58,123  7,911  391  66,426  ―  66,426

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 617  34  ―  652 ( ) 652  ―

計  58,741  7,946  391  67,078 ( ) 652  66,426

営業費用  41,309  7,355  429  49,095  6,507  55,603

営業利益又は営業損失（△）  17,431  590  △38  17,983 ( ) 7,160  10,823

事業区分 主要な製品

光電子部品 

光電子増倍管、イメージ機器及び光源（マイクロフォーカスＸ線源、Ｘ線シンチレータ、

Ｘ線イメージインテンシファイア、マイクロチャンネルプレート、重水素ランプ、ステル

スダイシングエンジン、スポット光源、静電気除去装置）、光半導体素子（フォトダイオ

ード、赤外線検出素子、イメージセンサ、発光素子、フォトＩＣ） 

計測機器 
画像処理・計測装置（特殊ビデオカメラ、汎用画像処理装置、極微弱光画像計測装置、超

高速測光装置、光学顕微鏡用画像処理装置、非破壊検査装置） 

その他 ホテル事業 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米 ………… 米国 

欧州 ………… ドイツ、フランス、イギリス 

その他 ……… 中国 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年10月１日 至 平成22年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米 ………… 米国 

欧州 ………… ドイツ、フランス、イギリス 

その他 ……… 中国 

３ 当第３四半期連結累計期間の営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

6,877百万円であり、主として連結財務諸表提出会社の基礎的研究費及び総務、経理部門等の全社的管理費

用であります。 

   

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
欧州

(百万円) 
その他

(百万円) 
計

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結
(百万円) 

売上高                                    

(1）外部顧客に対する

売上高 
 10,289  7,121  5,269  221  22,902  ―  22,902

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 10,244  139  78  373  10,836 ( ) 10,836  ―

計  20,534  7,260  5,347  595  33,739 ( ) 10,836  22,902

営業費用  14,844  6,760  4,965  479  27,050 ( ) 8,288  18,761

営業利益  5,689  500  382  116  6,688 ( ) 2,548  4,140

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
欧州

(百万円) 
その他

(百万円) 
計

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結
(百万円) 

売上高               

(1）外部顧客に対する

売上高 
 30,722  19,124  15,607  971  66,426  ―  66,426

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 27,685  409  245  851  29,191 ( ) 29,191  ―

計  58,407  19,534  15,852  1,823  95,617 ( ) 29,191  66,426

営業費用  43,066  18,525  14,549  1,482  77,624 ( ) 22,021  55,603

営業利益  15,340  1,008  1,303  340  17,993 ( ) 7,170  10,823

2011/08/15 9:24:0711753923_第３四半期報告書_20110815092349

- 23 -



前第３四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年10月１日 至 平成22年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米 ………… 米国 

欧州 ………… ドイツ、フランス、イギリス 

アジア ……… イスラエル、インド、中国、韓国、台湾 

その他 ……… オーストラリア 

３ 海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

  

【海外売上高】

  北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,851  5,140  3,357  86  15,435

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  ―  ―  22,902

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合（％） 
 29.9  22.4  14.7  0.4  67.4

  北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  18,360  15,413  9,047  222  43,042

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  ―  ―  66,426

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合（％） 
 27.7  23.2  13.6  0.3  64.8
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１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

 当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外

の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「電子管事

業」、「光半導体事業」及び「画像計測機器事業」の３つを報告セグメントとしております。 

 「電子管事業」は、光電子増倍管、イメージ機器及び光源等を製造・販売しております。「光半導体事業」は、

光半導体素子等を製造・販売しております。「画像計測機器事業」は、画像処理・計測装置等を製造・販売してお

ります。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年10月１日 至 平成23年６月30日）  

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、半導体レーザー事業及びホテル

事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額△9,311百万円には、セグメント間取引消去△803百万円及び各報告セグメントに配

分していない全社費用△8,508百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費及び基礎的研究費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

【セグメント情報】

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
電子管 光半導体 

画像計測機
器 

計

売上高                 

外部顧客への売上

高 
 32,543  32,371  9,370  74,285  1,798  76,083  ―  76,083

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

 1,025  559  65  1,651  358  2,009  △2,009  ―

計  33,569  32,931  9,436  75,936  2,156  78,093  △2,009  76,083

セグメント利益又は

損失（△） 
 13,042  11,940  1,301  26,284  △322  25,962  △9,311  16,650
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 当第３四半期連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、半導体レーザー事業及びホテル

事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額△3,254百万円には、セグメント間取引消去△258百万円及び各報告セグメントに配

分していない全社費用△2,996百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費及び基礎的研究費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。  

  

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
電子管 光半導体 

画像計測機
器 

計

売上高                 

外部顧客への売上

高 
 10,834  10,808  2,482  24,125  412  24,538  ―  24,538

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

 280  122  5  408  170  578  △578  ―

計  11,114  10,931  2,487  24,534  583  25,117  △578  24,538

セグメント利益又は

損失（△） 
 4,562  4,235  48  8,846  △46  8,800  △3,254  5,545
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益 

 （注） １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

 （注） １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成23年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年９月30日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,626 40   １株当たり純資産額 円 銭1,539 16   

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益 円 銭96 37   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。  
  

１株当たり四半期純利益 円 銭132 10   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。  
  

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年６月30日） 

四半期純利益（百万円）  7,747  10,620

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  7,747  10,620

期中平均株式数（千株）  80,395  80,395

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益 円 銭35 62   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。  
  

１株当たり四半期純利益 円 銭45 80   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。  
  

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

四半期純利益（百万円）  2,863  3,681

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  2,863  3,681

期中平均株式数（千株）  80,395  80,394
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該当事項はありません。  

   

  

  

平成23年５月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。  

（１）中間配当による配当金の総額……………………1,771百万円  

（２）１株当たりの金額…………………………………22円00銭 

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年６月２日 

（注）平成23年３月31日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払を行っております。 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月６日

浜松ホトニクス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 伊 藤 惠 一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 田 宮 紳 司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている浜松ホトニクス

株式会社の平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、浜松ホトニクス株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月12日

浜松ホトニクス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 藤 田 和 弘  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 田 宮 紳 司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている浜松ホトニクス

株式会社の平成22年10月１日から平成23年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年４月１日か

ら平成23年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年10月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、浜松ホトニクス株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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